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近年､ 世界各地で大規模な地震や津波､ 異常気象による台風や水害が多発している｡ また米国同時多
発テロ事件以来､ 無差別なテロ事件や紛争が世界各地で後を絶たない｡ また､ 暴力事件､ DV､ 虐待な
どの人的被害も増加している｡
一方､ グローバルな経済社会が進行し､ 生存競争が激しくなる中で､ 世界的な優良企業といえどもい
つ倒産するかわかりないという不確実な社会になりつつある｡ 2008年末からの世界的な金融不況から､
我が国では､ 多くの企業が大規模なリストラを実施し､ 非正規社員や正規社員の雇用が打ち切られてい
る｡ すでに自殺者が年間３万人を超す事態が11年間も継続しているが､ 都市部での毎日のように起きる
鉄道人身事故の多くは自殺と推察され､ 生きることが困難になった人たちへの支援や遺族へのケアが求
められている｡ 何らかの被害にあった人たちへの人道的支援は､ 同じ人間として誰もが行うべき当然の
活動であり､ 人類は､ 災害や戦争などの様々な困難な事態において､ 多くの人たちが力を合わせて被害
者を支援してきた歴史がある｡
被害者の必要とする支援は､ 被害状況や被害者の事情により異なるが､ 被害者のニーズにより大別す
ると①生活支援､ ②医療的支援､ ③司法的支援､ ④経済的支援､ ⑤心理社会的支援などに分類すること
ができる (小澤2008)｡ 実際には､ 被害者のニーズに応じて､ 専門的かつ総合的な援助が提供されるこ
とが必要である｡ 危機介入や危機支援活動の重要性の認識が高まってきているが､ 危機介入・支援につ
いての理論や方法､ 実施する体制は十分に整っているとは言えないのが現状である｡ 特に､ 心理社会的
アプローチについては､ 医学領域､ 司法領域およびコミュニティレベルでの支援が独自に発展してきた
経緯があり､ その基盤となる理論や概念が統一されていないので､ 危機支援のコラボレーションにおい
て混乱が生じる場合がある｡ 2001年９月11日に発生した米国同時多発テロ事件直後の10月31日に米国ヴァー
ジニアに災害精神保健領域のエキスパート58名が集まり Mental Health and Mass Violence と題され
た会合が行われた｡ 被災後４週間に行われる援助を早期介入と定義し､ 有効で安全な心理的介入は何か
検討がなされた｡ その結果､ 臨床モデルは個人への対応を優先し､ 公衆衛生モデルは集団への対応を優
先するという対立点があり共通のコンセンサスは成立しなかった (明石2008) ｡ 本論文では､ 我国にお
ける危機介入・支援に関する心理社会的アプローチについて概念や方法の整理を行い､ 危機支援学 (仮
称) の構築の一助とする｡
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１. 医療的領域での支援
(１) トラウマケアと精神障害の治療
医学的なアプローチは､ 病気や人間の正常な機能が損われた状態及び社会的適応が困難な状態を治療
または予防する事に主眼が置かれる｡ 従って､ 危機支援においても､ 日常体験しない出来事によるダメー
ジにより正常な機能が損なわれた症状を治療または予防することが課題となる｡
一般に心身的な不快をもたらす要因をストレスと呼ぶが､ それが非常に強い心的な衝撃を与える場合
には､ その体験が過ぎ去った後にも､ その体験が記憶の中に残り､ 精神的な影響を与え続けることがあ
る｡ このようにしてもたらされた精神的な後遺症をとくに心的なトラウマ (外傷) と呼び､ トラウマを
引き起こす強い衝撃となった体験はトラウマ (外傷) 体験と呼ばれる｡ 外傷体験による精神的な変調を
トラウマ反応と呼ぶ｡
この ｢トラウマ (外傷)｣ ｢トラウマ反応｣ は､ 医学的な概念として発展してきた｡ トラウマ反応は､
19世紀の鉄道事故の心的後遺症や第１次大戦の砲弾恐怖症や第２次大戦でのナチスの強制収容所症候群
など特殊な出来事に対する心的後遺症として報告されてきた (西澤1999)｡ しかし､ 1970年代の米国の
ベトナム帰還兵の約半数が専門的治療を有する精神障害を有していたことや､ 性的虐待の女性のトラウ
マ反応の研究からこの分野の研究が本格化した｡ 多くの災害や事故､ 犯罪などの事例研究から､ トラウ
マ反応は､ 特殊な出来事によるものではなく､ 極度の危険な体験によって誰にでも生じる ｢異常な状態
に対する正常な反応｣ であると考えられるようになった｡
外傷体験は､ ①予測できない②突然の被災体験や③自分の力で制御不能な出来事で④強い恐怖や無力
感を感じたり､ ⑤生命の危険を感じる事件や暴力や⑤大切な人の喪失体験､ ⑥自分の責任で起きた事故
などであることが多い｡ 外傷体験になりうる出来事として､ 自然災害 (地震・台風・洪水等)､ 戦争・
テロ､ 事故 (交通事故､ 作業事故等)､ 犯罪・暴力､ DV､ 虐待・いじめ､ 性犯罪等の被害を受けるこ
とや病気・喪失体験等がある｡
トラウマ反応には､ ①PTSD (Post Traumatic Stress Disorder 心的外傷後ストレス障害) 症状 ②
感情､ 身体症状の変化 ③対人関係の変化などがある (金2002)｡ PTSD 症状はトラウマによる最も特
徴的な症状で､ トラウマ体験が､ 本人の意思とは関係なく気持ちの中に ｢侵入｣ し､ その時と同じ気持
ちがよみがえる (再体験)｡ それに伴って､ トラウマ体験だけでなく､ あらゆる物音や刺激に対して気
持ちが張り詰めてしまい､ 不安で落ち着くことができず､ いらだちやすく､ 眠りにくくなる (過覚醒)
また､ あたかもトラウマ体験が意識から切り離されたようになり､ 体験の記憶や実感が乏しくなる (麻
痺)｡ また､ 事件現場や思い出すような場面を避け (回避) 近づかないように行動する｡ このような症
状が PTSD 症状と呼ばれる｡
また､ トラウマ反応として､ 抑うつ､ 罪責､ 無力､ 悲哀感などの感情が生じる｡ 大切な人やものを失っ
た喪失感だけでなく､ 社会や世の中に対する基本的な信頼感の喪失､ 対処できずに自己をコントロール
できなくなった自分への基本的な信頼感が失われ､ 抑うつ気分や無力感が生じる｡ 犠牲者や自殺者がで
た場合は､ 自分だけが生き残ってことへの負い目の感情 (サイバイバーズ・ギルト) や助けることがで
きなかった罪責感で､ 自分を責め続けることがある｡ また､ 身体的症状として､ 動機､ 呼吸困難､ 発汗､
睡眠障害､ 悪夢などが生じる｡
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トラウマ体験による基本的な社会や人間に対する信頼感の喪失や周囲からの疎外感から孤立しがちで
あり､ また感情のコントロールが効かないために､ 怒りなどの気持ちをぶつけてしまい援助を拒絶する
など対人関係がうまくゆかなくなることが多い｡ また､ 被害者は援助を求めようとしないことから､ 社
会的にひきこもった生活を送る傾向があり､ 必要な情報や支援を受けることができないで､ 回復が遅く
なることがある｡
トラウマ反応は､ 多くの場合､ 人間が持つ回復力により時間とともに低減するが､ 一部の人たちは､
時間が経過しても症状が軽減されない｡
特に１か月が経過して､ PTSD 症状が継続する場合､ PTSD と診断される｡
医学的支援においては､ トラウマ反応が PTSD などの精神障害への移行を予防することや､ PTSD
などの治療が主となる｡ トラウマ反応の抑うつや不安症状への対処療法として薬物療法が､ 認知行動療
法や長期暴露療法､ EMDR などが､ PTSD の治療法として実施されている｡
医療的支援では､ ダメージの低いケースや生活上の苦悩､ 喪失体験等は治療ケアの対象ではなく､ 関
心が払われないことが多い｡
２. 司法的領域での支援
(１) 被害者への支援
｢被害者｣ ｢加害者｣ という概念は法学的な由来を持った概念であり､ ｢被害者｣ とは､ 狭義には､ 殺
人や暴行などの犯罪や犯罪に準ずる行為の被害者および家族・遺族を指す｡ 広義には､ 戦争 (戦闘､ 原
爆､ 空襲､ 地雷等) やテロ事件､ 大規模事故や交通事故､ 地震や台風などの自然災害､ 薬害､ 身近な人
の自殺や事件等により心身に有害な影響をうけた人たちを指す｡
我が国では､ 1995年の阪神・淡路大震災や地下鉄サリン事件以降､ 被害者への支援の必要性について
の理解が深まり､ 被害者支援に関していろいろな法律や行政制度の整備が図られるようになってきた｡
2001年４月制定された ｢配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律｣ では､ 前文に ｢配
偶者からの暴力は､ 犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわらず､ 被害者の救済が必
ずしも十分に行われてこなかったこと､ 配偶者からの暴力の被害者は多くの場合女性であり､ 経済的自
立が困難である女性に対して配偶者が暴力を加えることは､ 個人の尊厳を害し男女平等の妨げとなって
いる状況を改善し､ 人権の擁護と男女平等の実現のためにこの法律を制定､ 配偶者からの暴力に関わる
通報､ 相談､ 保護､ 自立支援等の体制を整備する｣ としている｡
また､ 2004年に施行された犯罪被害者等基本法では､ ｢犯罪等｣ とは､ 犯罪及びこれに準ずる心身に
有害な影響を及ぼす行為とし､ ｢犯罪被害者等｣ とは､ 犯罪等により害を被った者及びその家族又は遺
族をさすとしている｡ この法律は法律や政策の整備の方向性を定める基本法であり､ ｢犯罪被害者等が､
その受けた被害を回復し､ 又は軽減し､ 再び平穏な生活を営むことができるよう支援し､ 及び犯罪被害
者等がその被害に係る刑事に関する手続に適切に関与することができるようにするための施策をいう講
じること｣ が明記され､ そのための諸政策が整備され実施されつつある｡
特に都道府県の警察には被害者支援の相談窓口が開設され､ 臨床心理職の職員が配置されるなど､ 刑
事司法手続き (捜査､ 起訴､ 公判) に関わる段階で､ 被害者への心理的ケアを実施することが行われる
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ようになってきた｡ また､ 全国の都道府県に第３セクターである被害者支援センター等が開設され､ 犯
罪被害者等への中長期的な支援が実施され始めてきた｡
自然災害や大規模な災害への被害者への支援については､ ｢災害救助法｣ が適応されるが､ この法律
では､ ｢災害に際して､ 国が地方公共団体､ 日本赤十字社その他の団体及び国民の協力の下に､ 応急的
に､ 必要な救助を行い､ 災害にかかった者の保護と社会の秩序の保全を図ることを目的とする (第１条)｣
ことが示され､ 大規模な災害時の被害者支援活動が行われることになっている｡ 日本赤十字社法に基づ
き活動する日本赤十字社では､ 心理社会的支援体制の充実を図り､ 2004年に起きた新潟中越地震の際に
は専門研修を修了した看護士が医療班とは別に心のケア班を結成し避難所を巡回しケアにあたった｡
司法的支援では､ 法律が基盤となるために､ 法律で定められた範囲での活動となる｡ 司法的に被害者
と認められない場合や被害者であっても法的に訴えを起こさない場合には､ 十分なケアが受けられなく
なる｡
３. 心理社会的領域での支援
(１) 危機と緊急事態
心理社会的領域では､ ｢危機 (Crisis)｣ または ｢緊急事態 (Critical Incident)｣ という概念が使用さ
れることが多い｡ Augulera (1994) は､ ｢危機は､ 人が大切な目標に向かう時障害に直面し､ それが習
慣的な問題解決の方法を用いても克服できない時に生じる｡ 混乱の時期､ 動転の時期が続いておこり､
その間に様々な解決の試みがなされるがいずれも失敗する｣ とのべている (高畠2007)｡ ｢危機は､ 人が
通常もっている､ 事態に打ち克つ作用がうまく働かなくなり､ ホメオタシスが急激に失われ､ 苦痛と機
能不全が明らかに認められる状態 (アメリカ精神医学会 (1994))｣ である｡ すなわちその人がもつ通常
の自己防衛の方法や問題解決の方略が崩壊してしまった状態で､ 心身に何らかの不調や変調が生じてい
る状態といえる｡
危機には､ Identity Crisis など発達的なものと喪失､ 暴力､ 災害など状況に起因するものがある｡
危機事態への対処能力やストレス体制､ ソーシャルサポートの有無等により､ ダメージの受け方には個
人差があり､ 同じ状況でも､ ある人には危機であっても､ 他の人は危機でない場合もある｡
また､ 個人だけでなく､ 集団や家族､ コミュニティの危機がある｡ 大規模な災害や事故､ 事件等の発
生により､ 集団や家族､ コミュニティの機能が破綻し､ その集団の成員全員が､ 混乱や恐怖の渦の中に
巻き込まれることがある｡ たとえば､ 学校において自殺・事件などが起きると､ 学校 (教員・児童生徒・
保護者・その他学校関係者) 全体が混乱する場合などである｡
｢緊急事態｣ は､ 危機が発生する可能性のある事態・出来事を意味しており､ ｢惨事｣ とも訳される｡
｢緊急事態｣ には､ 自然災害 (地震､ 津波､ 噴火､ 台風､ 水害など)､ 人為的災害 (火災､ 自動車事故､
航空機墜落､ 事故爆発)､ 戦争や暴力 (戦争､ テロ､ 殺人､ レイプ､ 虐待) などが含まれる｡
緊急事態 (惨事) ストレス (Critical Incident Stress) は､ 通常の対処行動機制がうまく働かないよ
うな問題や脅威 (惨事) に直面した人および､ 惨事の様子を見聞きした人に起こるストレス反応と定義
される (松井2005) が､ 惨事ストレスという表現は､ 職業的災害救援者がうけるストレス反応を意味す
るように用いられることがある｡
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緊急事態ストレスを受ける人は､ 直接的被害者だけでなく､ 災害の救援者や報道などでダメージをう
けた地域住民など広範囲にわたる｡
緊急事態 (惨事) ストレスを受ける人を表１ (松井 2005) のように便宜上分類することができる｡
第１は､ 事件､ 事故の被害者や災害の被災者など､ 直接的な被害を受けた人達である｡ 第２に､ 被害者・
被災者と心理的なつながりの深い人達で､ 家族 (遺族) や保護者だけでなく親友や恋人なども強いダメー
ジを受ける｡ 第３は､ 事件を目撃したり､ 災害の救援活動を行った人達も強いダメージを受ける｡ 第４
はマスコミなどの報道による間接的体験によりダメージを受けることがある｡
(２) 危機介入 (緊急支援)
個人やコミュニティの危機への対処は､ 当事者は被害者でもあり､ またその克服の方法を学んでいな
いことが多く､ 専門的な知識や技能を有する第３者が早期からの支援することにより､ 危機の回復を図
ることができる｡ このような活動は ｢危機介入 (Crisis Intervention)｣ と呼ばれ､ 危機介入を行う人
は､ セラピストではなく､ 危機介入者 (Crisis Intervenor) と呼ばれる｡
危機介入 (Crisis Intervention) は､ 被害者や組織が物事に対処できる機能状態に復帰できるよう支
援することにある｡ 高島 (2007) は､ ｢危機介入の目標を､ 当面の危機状況をアセスメントし｡ 危機状
態を解消し､ 危機以前の状態に回復されることである｡ これには伝統的な個人的介入だけでは､ 不十分
であり､ 環境介入や調整などの複数のアプローチによって解決される｡｣ と述べている｡
危機介入活動の取り組みとしては､ 学校危機への介入を目的とした CRT (Crisis Response Team)
活動がある｡ 2003年に山口県 (河野2005)､ 2005年長崎県 (浦田2007)､ 2006年に静岡県､ 2007年和歌山
県でなどスタートしており､ 幾つかの自治体では現在準備中である｡ CRT は都道府県ごとに独自に設
置されたので､ 具体的な仕組みが異なる面もあるが､ 概ね次のような体制をとっている｡ 危機介入の事
前研修を受けた精神保健分野の専門家がクライシス・レスポンス・チーム (危機対応チーム) を結成し
24時間体制で待機する｡ 事件が発生した場合､ 依頼から到着まで４時間以内に現場に到着し､ 現場に人
たちと共に緊急事態への対応を迅速に実施する｡ およその活動期間は３日間であり､ 危機対応の体制が
整い次第撤退する｡ CRT は迅速な初期対応を目的としているが､ CRT の課題は､ 中長期のケア体制づ
くりと連携の在り方といえる｡
CRT を設置しない自治体でも､ 学校関係の緊急事態に対し､ 緊急支援コーデネーターやスクールスー
パーバイザーが派遣され､ 危機介入を行う体制をとっていることが多い｡
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表１ 緊急事態 (惨事) ストレスを受ける人 (松井 2005)
１次被害者：被害者・被災者
1.5次被害者：被害者や被災者の家族 (遺族)
２次被害者：職業的災害救援者 消防職員､ 警察官､ 軍人
災害時に救援することが多い職業 医師､ 看護士､ カウンセラー
職業とは無関係に救援 災害ボランティア
惨事を目撃しやすい職業 報道関係者
３次被害者：報道で衝撃を受けた地域住民
(２) 心のケア
被害者は､ 物理的､ 身体的､ 経済的なダメージを受けるだけでなく､ 心理的にも大きなダメージを受
け､ 中には PTSD (外傷後ストレス障害) などの精神障害になることや､ その後の生活や人生が困難で
苦痛に満ちたものになることがある｡ 被害者が平穏な生活を回復するうえで､ 精神的な機能の回復や安
定が重要であり､ 心理社会的支援の必要性が次第に認識されてきた｡
我が国では､ 1995年の阪神・淡路大震災や地下鉄サリン事件以降､ 被害者への心理社会的支援活動の
重要性が認識され､ ｢心のケア｣ と呼ばれるようになった｡
心のケアは､ ①被害者の精神的苦痛やダメージを軽減し､ PTSD などの予防や回復を支援することと､
②被害者を取り巻く環境が混乱していることから危機事態以後に生じる２次的なダメージのケアをおこ
なうかこと③被害者が困難な状況を乗り越え､ 肯定的な人生を再建するための､ 精神的､ 生活的､ 実存
的な問題解決の支援等の活動が含まれる｡
人間は生来､ ダメージから回復する力を内在しており､ こころのケアは､ ｢被害者が､ 傷ついた自分
の心を主体的にケアできるように､ 他者がサポートすることであり､ 自らの回復力・自己治癒力を最大
限に引き出す 『セルフケア』 への支援 (冨永・小澤2005) である｣ と考えることができる｡
心のケアの在り方として､ 小澤 (2003, 2004) は､ 海外日本人学校への災害や事件へのこころのケア
に従事してきた経験から､ ①コミュニティアプローチとして ｢総合的な援助体制の構築 (小澤2003,
2004)｣ を提唱し､ ②セルフケアやストレス・ケアの具体的方法として ｢ストレス・マネジメント教育｣
を実施すると共に､ 心身両面のリラックス反応を効果的に誘導する ｢統合リラクセーション法 (小澤
2006)｣ を開発し普及している｡ また､ ｢ナチュラル・デブリーフィング (小澤)｣ の重要性を指摘し
｢物語絵画療法 (小澤)｣ など安全なアプローチを開発してきた｡ また､ 被害者が抱える精神的､ 生活的､
実存的問題の解決を支えるうえで､ カウンセリングは有効であることから､ ストレス・ケアの知識と技
法を心得ておこなう ｢ストレスケア・カウンセリング｣ を提唱している｡
(３) デブリーフィングの功罪
エヴァリーとミッチェル (Everly, G.S. & Mitchell, J.T.) は､ 緊急事態に遭遇することにより生じ
るストレスを予防し緩和するために､ 統合された多元的なアプローチである緊急事態ストレス管理方法
｢Critical Incident Stress Managiment：以下 CISM｣ を提唱し､ 危機予防支援サービスの普及に貢献
した｡ 1989年に国際クリテイカル・インシデント・ストレス財団が緊急事態ストレス管理について訓練
された危機対応チームの国際的ネットワークとして結成され､ 1997年には国連から NGO として正式に
承認された｡ エヴァリーとミッチェルは､ 緊急事態ストレス管理プログラムを構成する要素として､ 次
の４点を挙げている｡ (１) 早期の介入―経験的な分析は即時の介入は時間的に遅れた介入よりも効果
が高い｡ (２) 心理社会的援助の提供 危機対応において､ 援助者の存在は､ 保護されていること､
被害者がかけがえのない人であることを示し､ どんな見捨てられ感覚をも否定する｡ (３) 表現できる
機会―心的外傷からの回復は､ 言語的な表現に基づいており､ 表現することが重要である｡ (４) 危機
についての教育―危機的な状況に ｢陥った時に､ 自分ではコントロールできないという感覚を経験する｡
回復するためには､ 自己コントロール感を取り戻すことが大切であり､ 状況を理解し､ 適切な予測を立
て､ 実際的に対処できる行動を教えることが重要｡ このような要素を満たす方法として考えられた
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CISM は､ 以下の７つの核となるプログラムから成り立つ｡ ①事前訓練 (２) １対１での心理的サポー
ト (３) ディモビリゼーション (任務を終えて解散するときなどに､ グループを対象として緊張をひと
まず解きほぐす介入方法) (４) グループを対象としたブリーフィング (状況説明) (５) 緊急事態スト
レス・デブリーフィング (危機的出来事に心理的結末をつけることを目的としたグループ・ミーティン
グ) (６) デフユージング (必要応じて少人数で柔軟に行う緊張緩和のためのグループ・デスカッショ
ン) (７) 家族に対する支援からなる (飛鳥井2004)｡ このよう緊急事態ストレス管理プログラムは消防
士や警察官など職務として緊急場面に遭遇しなければならない災害支援者のケアプログラムとして､ 米
国の多くの機関で導入がなされてきた｡
しかし､ CISM の中核となるのは､ グループによるデブリーフィング技法であるが､ この有効性につ
いては､ 現在､ 否定的な見解が一般的になりつつある｡ インターネット上で医学的なエビデンス・デー
タを発信している The Cochrane Library は､ デブリーフィングの有効性に関する検討した結果､ ｢デ
ブリーフィングは心理的苦痛を緩和することも､ PTSD 発症を予防することもない｣ とし､ ｢トラウマ
犠牲者・被災者への強制的なデブリーフィングはやめるべきである｣ (Rose S ら､ 2002) と論じている
飛鳥井 (2004) は､ 技法としての単回セッションのデブリーフィング技法に､ PTSD の発症予防効果
までも期待することはできないであろう｡ ストレスや回復のあり方は個別的であり､ 杓子定規な対処は
そぐわないと述べている｡
(５) サイコロジカル・ファーストエイド (PFA：Psychological First Aid)
デブリーフィングの無効性あるいは有害性に関する報告が相次いでいるなか､ 米国では､ ｢サイコロ
ジカル・ファーストエイド (心理的応急処置)｣ が大規模災害直後の適切な初期介入として､ 各種ガイ
ドラインで推奨されるようになった｡ サイコロジカル・ファーストエイドという名称や概念は1954年に
アメリカ精神医学会から Psychological First Aid in Community Diasters と題されたモノグラフが発
行されており､ 災害やトラウマ支援において重要性が認められてきた｡
ファーストエイドとは応急手当や救急箱を意味する用語である｡
心の怪我であるトラウマに対しても､ 救急の基本的な手当が必要かつ重要であるという考えがサイコ
ロジカル・ファーストエイドの基本的概念といえる (明石ら, 2008)｡ 兵庫県こころのケアセンターは､
サイコロジカル・ファーストエイドのための詳細なマニュアルである､ アメリカ国立子どもトラウマティッ
クストレス・ネットワークと､ アメリカ国立 PTSD センターによって開発された､ ｢サイコロジカル・
ファーストエイド実施の手引き｣ の日本語版を作成し公表している｡ このマニュアルには､ ｢PFA は､
｢被災した人すべてが重い精神的問題を抱える､ あるいは苦しみを慢性化させるという観点には立って
いません｡ そうではなく､ 被災した人やその出来事の影響を受ける人々が苦しめられるのは､ 広範な初
期反応 (身体的､ 心理的､ 行動上､ あるいはスピリチュアルな問題) である､ という理解に基づいてい
ます｡ これらの初期反応の中には､ 強い苦痛を引き起こすものがあり､ 時に適応的な対処行動を妨げる
原因となります｡ 共感と気遣いに満ちた災害被害者からの援助は､ 初期反応の苦しみを和らげ､ 被災者
の回復を高めます｡｣ と記載され､ 初期反応は人間の自然な反応であり､ 治癒力を重視する方向を打ち
出している｡ PFA の基本的な方針は､ ｢①安全と安心感を確立する②その人が元来持っている資源を活
かす③ストレスに関連した反応を軽減する④適応的な対処行動を引きだし､ 育てる⑤自然な回復力を高
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める⑥役に立つ情報を提供する｡ ⑦救援者ができることとできないことを明らかにし､ 適切な紹介をす
る｡｣ とされ､ デビリーフィングと異なり､ 被害者にとって非侵入的 non-intrusive な介入方法である
ことが重視されている｡
PFA の内容は､ 次の８つのステップから成り立っている｡
また､ PFA 提供者に求められる力として､ ①混乱し､ 予測のつかないことが起こる現場に対応でき
る｡ ②被災者の状況をすばやく判断できる ③状況や場に応じて柔軟に介入を組み立てる ④悲惨さや強
烈さにある程度耐えられる ⑤心理的支援とは一見関係ない仕事ができる ⑥多様な文化､ 民族､ 年齢､
考え方を持つ人々に対応できる｡ ⑦セルフケアができる｡
PFA は､ 人間の持つ自然回復力を基盤として､ これまでの活動から確認された効果のあるアプロー
チを組み合わせて体系化したものである｡
今後､ PFA は危機介入のあり方として世界的な基準になってゆくものと思われる｡
また､ 明石 (2008) は､ PFA は援助者側の混乱を整理し､ 方向性を与える枠組みとして有効なので
はないかと述べている｡
４. 今後の課題―危機支援学の構築にむけて
我国における危機支援に関する心理社会的アプローチについて､ 医療的領域､ 司法的領域､ 臨床心理
的領域で､ それぞれ独自の発展をしてきた理論や立場を概観し整理を試みた｡ これ以外にも､ 福祉的領
域､ リクレーション的領域等の支援活動がある｡ それぞれの活動の基盤とする理論や考えが異なるため
に､ 危機支援の現場で､ 専門領域が異なる支援者間で誤解や混乱が起きるなど､ コラボレーションがう
まくゆかない現実が存在する｡ この問題は､ 支援者側の専門性の領域から組み立てられた危機支援の理
論や枠組み､ 言語 (用語) が整理統合されていないことが起因しているとも考えられる｡
サイコロジカル・ファーストエイドは､ このような問題を解決するための早期介入の共通基盤となる
コンセプトとして提唱されていると思われるが､ 中長期に渡る治療や予防的介入の枠組みは整理されて
いない｡
今後､ 被害者に実際に役立つ視点にたった統合的なかかわりの理論や方法が整理されることが必要で
ある｡ 危機支援学や被害者支援学などのコンセプトで､ 危機支援に関する多様な問題をカバーできる学
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１. 被災者に近づき､ 活動を始める (Contact and Engagement)
２. 安全と安心感 (Safety and Comfort)
３. 安定化 (Stabilization)
４. 情報を集める―今必要なこと､ 困っていること
(Information Gathering：Current Needs and Concerns)
５. 現実的な問題の解決を助ける (Practional Assistance)
６. 周囲の人々との関わりを促進する (Connection with Social Supports)
７. 対処に役立つ情報 (Inforamation on Coping)
８. 紹介と引き継ぎ (linkage with Collaboration)
際的な理論や方法を構築し､ 被害者にとって一貫性のある危機支援活動が展開されることが望まれる｡
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